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「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」の制定を求める意見書(案)

いま、国民の「こころの健康」は深刻な状況にある。平成１０年から毎年３万人以上の人

々が、自殺によって命をなくしている。精神科を受診する人は、平成１７年には３００万人

以上、つまり４０人に１人以上となっている。精神疾患の症状による社会生活の困難さは外

からは見えにくく、本人の生きづらさが理解され難いところである。

ＷＨＯ（世界保健機構）によると、病気やけが、自殺や事故、犯罪などがどれだけ社会に

影響を与えるかを測る「障害調整生命年（ＤＡＬＹ指標）」においては、日本や先進各国では

がんや循環器疾病に比べて、精神疾患が政策的重要度の最も高い疾患であることが明らかに

されている。

平成２３年７月６日、厚生労働省は「４大疾病」の「がん、脳卒中、心臓病、糖尿病」に

精神疾患を加えて、「５大疾病」とする方針を決めた。がん１５２万人、糖尿病２３７万人に

対して、精神疾患は３２３万人に上り、重点対策が不可欠と判断された。

平成１８年４月から３障害（身体・知的・精神）を一体に支援する法律がつくられたが、

精神疾患へのサービスの基盤体制は遅れている。医療において、精神科以外の入院病棟は、

患者１６人に医師は１人以上である中、精神科病棟では患者４８人に医師１人以上など、一

般の医療水準よりも低い状態となっており、慢性的な人手不足の状況である。

英国では１９９７年から医療改革・自殺予防に取り組み、自殺者が１０年間で１５．２％

減少という成果を上げている。統合失調症の治療では、薬物・心理療法のみの治療に比較し

て、家族支援も併せて実施すると再発率が大きく低減できることが立証され、患者を支える

家族に対しても支援が重要だと認識されはじめている。

長期の精神障害を持つ人の家族が抱える困難は、一般の人々の３倍であるとも言われ、家

族への精神疾患・治療についての情報提供や実際的、具体的な支援が求められる。

厚生労働省の「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」を受けて設立された、

医療福祉の専門家、学識経験者、当事者及び介護者（家族）による「こころの健康政策構想

会議」では、このようなわが国の状況を背景として、平成２２年５月末に厚生労働大臣へ「こ

ころの健康政策構想会議提言書」を提出した。その中で、精神医療改革・精神保健改革・家

族支援を軸として、国民すべてを対象とした、こころの健康についての総合的、長期的な政

策を保障する「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」の制定を強く求めている。

以上の趣旨から、国会及び政府に対し、「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」

の制定を強く求めるものである。

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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